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本資料の目的 

1. サステナビリティ基準委員会（以下「当委員会」という。）は、第 7回サステナビリティ

基準委員会（2023 年 1月 18 日開催）において、国際サステナビリティ基準審議会（以下

「ISSB」という。）の IFRS S1 号「サステナビリティ関連財務情報の開示に関する全般

的要求事項」（以下「IFRS S1 号」という。）に相当する基準（日本版 S1 基準）の開発

を当委員会の審議テーマとすることを決定した。  

2. 本資料は、日本版 S1 基準における公表承認日及び後発事象に関する定めについて検討す

ることを目的としている。本論点は、第 11 回サステナビリティ基準委員会（2023 年 4月

6 日開催）において、IFRS S1 号の公開草案に基づく審議を行っているが、2023 年 6月に

IFRS S1 号が確定したことを踏まえ、追加的に検討を行うべきかどうかを含め、検討を行

う。 

事務局による提案の要約 

3. 本論点に関する事務局の提案を要約すると、次のとおりである。 

(1) 日本版 S1基準において次のことを定めるという、これまでの事務局提案を変更しな

い（後述の第 11項参照）。 

① 報告期間の末日後、サステナビリティ関連財務開示の公表が承認される日（以下

「サステナビリティ関連財務開示の公表承認日」という。）より前に発生する取

引、その他の事象及び状況に関する情報について、その情報を開示しないことに

より、一般目的財務報告書の主要な利用者がその報告書に基づいて行う意思決

定に影響を与えることが合理的に見込まれる場合には、その情報を開示しなけ

ればならない。 

② 「サステナビリティ関連財務開示の公表承認日」は、サステナビリティ関連財務

開示を公表することを承認する権限を有する社内の機関又は個人が公表を承認

した日であると定義する。 

③ サステナビリティ関連財務開示の公表承認日及び承認した社内の機関又は個人

の名称について開示することを求める。 
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(2) 新たな事務局提案として、日本版 S1 基準において、報告期間の末日後、サステナビ

リティ関連財務開示の公表承認日より前に報告期間の末日現在で存在していた状況

について情報を入手した場合、新しい情報に照らして、その状況に関連する開示を更

新しなければならない旨を定める（後述の第 14項参照）。 

(3) 新たな事務局提案として、規範性のないガイダンス（＜ハンドブック＞「サステナビ

リティ関連財務開示の公表承認日」（本資料「別紙」参照）（HP では非公表））に

おいて、次に関する補足情報を提供する（後述の第 20 項及び第 21 項参照）。 

① 公表承認日の決定 

② 承認する権限を有する社内の機関又は個人 

これまでの審議の概要 

4. IFRS S1 号の公開草案では、報告期間の末日後、サステナビリティ関連財務開示の公表承

認日より前に発生する取引その他の事象及び状況に関する情報について、一定の要件を

満たす場合に開示を求めることが提案された（同公開草案第 71 項）。 

5. 第 11 回サステナビリティ基準委員会における事務局の提案は、次のとおりである。 

(1) IFRS S1 号の公開草案において示された、「報告期間の末日後、サステナビリティ関

連財務開示の公表承認日までに発生する取引その他の事象及び状況に関する情報が

主要な利用者の意思決定に影響を与えることが合理的に予想される場合には、その

内容を開示することを要求する。」という定めを日本版 S1基準に取り入れる。 

(2) 日本版 S1基準では、サステナビリティ関連財務開示の公表承認日及び承認した社内

の機関又は個人の名称について開示することを求める。この際、次のことを行う。 

① 「サステナビリティ関連財務開示の公表承認日」は、サステナビリティ関連財務

開示を公表することを承認する権限を有する社内の機関又は個人が公表を承認

した日であると定義する。その上で、サステナビリティ関連財務開示の公表承認

日は、監査役、監査役会又は監査委員会の監査報告書日や株主総会が承認した日

ではなく、サステナビリティ関連財務開示を公表することを承認する権限を有

する社内の機関又は個人が公表を承認した日である旨を日本版 S1基準の結論の

背景において記載する。 

② 各企業において、サステナビリティ関連財務開示を公表することを承認する権

限を有する機関又は個人が公表を承認するというプロセスを社内に構築するこ

とが必要となる旨を日本版 S1 基準の結論の背景において記載する。 
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6. これに対し、事務局の提案に反対する意見は聞かれなかった。 

公開草案からの変更点 

7. 報告期間の末日後に発生する取引その他の事象及び状況（便宜上、本資料では「後発事

象」と呼ぶ。）について、一定の要件を満たす場合に開示を求めるという公開草案の提案

に関しては、実質的な変更はなされていないと考えられる（IFRS S1 号第 68 項）。 

8. 一方、確定した IFRS S1 号では、報告期間の末日において存在していた状況に関する後

発事象について、関連する開示を更新するという要求事項が新たに追加されている（IFRS 

S1 号第 67 項）。 

9. 確定した IFRS S1 号と公開草案との比較は、次のとおりである（和訳は事務局による仮

訳。下線は主な変更箇所）。 

IFRS S1 号 公開草案 

67 If, after the end of the reporting period but 

before the date on which the sustainability-

related financial disclosures are authorised 

for issue, an entity receives information 

about conditions that existed at the end of 

the reporting period, it shall update 

disclosures that relate to those conditions 

in the light of the new information. 

 報告期間の末日後、サステナビリティ

関連財務開示の公表が承認される日

より前に、企業が報告期間の末日にお

いて存在していた状況に関する情報

を受け取る場合には、企業は、新たな

情報に照らして、これらの状況に関連

する開示を更新しなければならない。 

（新 設） 

68 An entity shall disclose information about 

transactions, other events and conditions 

that occur after the end of the reporting 

period, but before the date on which the 

sustainability-related financial disclosures 

are authorised for issue, if non-disclosure 

of that information could reasonably be 

expected to influence decisions that 

primary users of general purpose financial 

reports make on the basis of those reports. 

 企業は、報告期間の末日後、サステナ

ビリティ関連財務開示の公表が承認

される日より前に発生する取引、その

他の事象及び状況に関する情報につ

いて、その情報を開示しないことによ

71 Information about transactions, other 

events and conditions that occur after the 

end of the reporting period, and before the 

date on which the sustainability-related 

financial disclosures are authorised for 

issue, shall be disclosed if non-disclosure 

could reasonably be expected to influence 

decisions that the users of general purpose 

financial reporting make on the basis of 

that reporting. 

 報告期間の期末日後、サステナビリテ

ィ関連財務開示の公表が承認される

日より前に発生する取引、その他の事

象及び状況に関する情報は、それを開

示しないことにより、一般目的財務報
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り、一般目的財務報告書の主要な利用

者が、それらの報告書に基づいて行う

意思決定に影響を与えることが合理

的に予想される場合には、開示しなけ

ればならない。 

告の利用者が、その報告に基づいて行

う意思決定に影響を与えることが合

理的に予想される場合には、開示され

なければならない。 

事務局による分析 

10. 前述の第 7 項及び第 9 項に記載したとおり、後発事象について、一定の要件を満たす場

合に開示を求めるという公開草案の提案に関しては、実質的な変更はなされていないと

考えられる。また、「サステナビリティ関連財務開示の公表承認日」の定義が定められて

いない点や公表承認日及び承認者の開示が求められていない点に関しても、公開草案の

提案から変更はなされていないと考えられる。したがって、日本版 S1基準においてサス

テナビリティ関連財務開示の公表承認日の定義を定めることの必要性や、サステナビリ

ティ関連財務開示の公表承認日及び承認者の開示を要求することの必要性は変わらない

ことが考えられる。 

11. このため、第 11 回サステナビリティ基準委員会における事務局の提案（前述の第 5項参

照）を変更しないことが考えられる。 

12. さらに、前述の第 8 項に記載した、新たに追加された定めについては、財務会計では、

後発事象のうち、発生した事象の実質的な原因が当報告期間の末日現在において既に存

在しているものについて、当報告期間の財務諸表の数値を修正することが要求されてお

り1（いわゆる修正後発事象）、IFRS S1 号第 67 項は、この修正後発事象に相当する取扱

いを定めているものと考えられる。 

13. サステナビリティ関連財務開示においても、可能な限り最新の情報を反映することによ

り適時な情報提供を行うことが主要な利用者の意思決定に有用と考えられることから、

実質的な原因が当報告期間の末日現在において既に存在している後発事象について、関

連する開示を修正することを企業に求めることが適切と考えられる。 

14. このため、当該修正後発事象に関する定めについて、そのままの形で日本版 S1 基準に取

り入れることが考えられる。 

                                                   
1 例えば、IFRS 会計基準においては、IAS 第 10 号「後発事象」第 3項及び第 8項において定められて

いる。 
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サステナビリティ関連財務開示の公表承認日に関する、規範性のないガイダンス 

15. IFRS S1 号第 68 項の定めは、公開草案から実質的な変更はなされていないことから、第

11 回サステナビリティ基準委員会における審議を踏まえ、日本版 S1 基準に取り入れる

ことが考えられるが、その場合、企業は、報告期間の末日後、サステナビリティ関連財務

開示を公表する日までの間でサステナビリティ関連財務開示の公表承認日を決定するこ

とが必要になる。 

16. サステナビリティ関連財務開示の公表承認プロセスは、企業の経営組織やサステナビリ

ティ関連財務開示の作成から完成までの手続によって異なると考えられるが、当委員会

が、サステナビリティ関連財務開示の公表承認日となり得る例を示すことにより、実務

が安定するとの考えから、当委員会がガイダンスを公表することを期待する声が聞かれ

ている。 

17. ここで、議論の参考とするため、有価証券報告書に含まれる連結財務諸表を指定国際会

計基準に基づき作成している企業について、これらの企業が直近で提出した有価証券報

告書を確認し、連結財務諸表の公表承認日及び承認した機関又は個人について調査を行

った。調査結果は次のとおりである。 

調査対象： 日本取引所グループのウェブサイト2で公表されている「IFRS を適用してい

る会社一覧」（2023 年 6 月末現在）に記載されている企業（213 社）が直

近で提出した有価証券報告書 

調査結果①： 連結財務諸表の公表承認日については、調査対象企業の約 9 割が公認会計

士又は監査法人による監査報告書日（以下同じ）と同じ日に、約 1 割が監

査報告書日よりも前の日に承認が行われていた。 

調査結果②：連結財務諸表の公表承認者については、調査対象企業の約 7 割が代表取締

役社長などの特定の個人により、約 3 割が取締役会などの機関により承認

が行われていた。 

18. 調査対象企業の約 9 割弱が監査報告書日と同じ日を財務諸表の公表承認日としているの

は、日本公認会計士協会が公表する監査基準報告書 560「後発事象」（以下「監基報 560」

という。）において、財務諸表の承認日3は、経営者が実施した後発事象の評価期間の末

日を指し、通常、経営者確認書の日付となる旨が定められており（監基報 560 の A3 項）、

                                                   
2 https://www.jpx.co.jp/equities/improvements/ifrs/02.html 
3 監基報 560 第 4 項(4)では、「関連する注記を含む全ての財務諸表が作成されており、認められた権限

を持つ者が、当該財務諸表に対する責任を認めた日付をいう。」と定義されている。 
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監査基準報告書 580「経営者確認書」（以下「監基報 580」という。）において、経営者

確認書の日付は、通常、監査報告書の日付とする旨が定められている（監基報 580 の A14

項）ことによるものと考えられる。 

19. サステナビリティ関連財務開示についても、財務諸表と同様に、第三者による保証が行

われる場合には、サステナビリティ関連財務開示の公表承認日の候補日として経営者確

認書の日付を示すことが考えられる。しかし、現状、サステナビリティ関連財務開示にお

いて、保証が行われていない場合には、経営者確認書の提出に相当する手続は行われて

はいないと考えられる。 

20. また、公表承認日の決定方法等について ISSB 基準において詳細な定めがないため、日本

版 S1 基準の適用に資するようにガイダンスを適用することが考えられるが、当委員会が

示す方法はあくまで例示となり、必ずそうしなければならないものとした場合には ISSB

基準よりも実務を制約する可能性があるため、規範性のないガイダンスとして公表する

ことが適切であると考えられるがどうか。 

21. さらに、サステナビリティ関連財務開示の作成プロセスは、企業によって異なると考え

られるものの、役員ごとに所管業務を定めていることが多いと考えられることから、承

認する権限を有する社内の機関又は個人の例として、取締役会、代表取締役社長やサス

テナビリティ関連財務開示の作成を所管する役員が考えられることを、規範性のないガ

イダンスにおいて示すこととしてはどうか。 

文案 

22. 本資料における事務局提案を踏まえた日本版 S1基準の文案イメージは、以下のとおりで

ある。 

（HP では非公表） 
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ディスカッション・ポイント 

① 日本版 S1 基準において次のことを定めるという、これまでの事務局提案を変

更しないという事務局提案について、ご質問やご意見があればいただきたい。 

  (1) 報告期間の末日後、サステナビリティ関連財務開示の公表承認日より前

に発生する取引、その他の事象及び状況に関する情報について、その情報

を開示しないことにより、一般目的財務報告書の主要な利用者がその報

告書に基づいて行う意思決定に影響を与えることが合理的に見込まれる

場合には、その情報を開示しなければならない。 

  (2) 「サステナビリティ関連財務開示の公表承認日」は、サステナビリティ関

連財務開示を公表することを承認する権限を有する社内の機関又は個人

が公表を承認した日であると定義する。 

  (3) サステナビリティ関連財務開示の公表承認日及び承認した社内の機関又

は個人の名称について開示することを求める。 

② 次の事務局提案について、ご質問やご意見があればいただきたい。 

  (1) 報告期間の末日後、サステナビリティ関連財務開示の公表承認日より前

に報告期間の末日現在で存在していた状況について情報を入手した場

合、新しい情報に照らして、その状況に関連する開示を更新しなければな

らない旨を定める。 

  (2) サステナビリティ関連財務開示の公表承認日は社内の承認プロセスによ

り決定する旨、承認する権限を有する社内の機関又は個人の例として、取

締役会、代表取締役社長やサステナビリティ関連財務開示の作成を所管

する役員が考えられる旨を、規範性のないガイダンス（ハンドブック「サ

ステナビリティ関連財務開示の公表承認日」）において示す。 

③ 日本版 S1基準の文案イメージについて、ご意見をいただきたい。 

④ 本論点に関して、他に検討すべき事項があればご意見いただきたい。 

以 上 


